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防災体制における基本的な用語 

１ 平常時の体制に関する用語 
用語 解説 

防災会議 
○災害対策基本法に基づいて設置された組織で、市川市地域防災計画
の作成と実施を推進する。 

 
２ 災害時の体制に関する用語 
用語 解説 

災害対策本部 

○災害対策基本法に基づいて、災害時に地域防災計画に基づく応急対
策を実施するために、臨時に設置される組織 

○大規模災害が発生した際、国、千葉県、他市町村の行政機関から職
員の派遣を受けることができる。 

本部会議 
○応急対策の意思決定機関として計画された組織 
○市長を議長とし、部局室長以上の幹部職員で構成される。 

災害対応事務局 
○本部会議の事務局及び災害対策本部長のスタッフ機能として計画され
た組織 

5対応本部 
○災害対策本部内に活動目的ごとに計画された対応本部 
○５つの本部が計画されており、それぞれ複数の班によって構成される。 

 消防本部 ○消火・救出活動や延焼火災時の広域避難対策等を担当する。 

 医療本部 
○一般社団法人市川市医師会等の参加を得て、応急医療活動を担当
する。 

 被災生活支援本部 ○避難所の開設・管理や物資供給、応急教育等を担当する。 

 被災市街地対応本部 
○市街地の被災調査や都市基盤の応急対策、被災地の清掃等を担当
する。 

 行徳本部 
○行徳地域の孤立化等の問題に備え、行徳地域の実情に応じた応急対
策の立案・推進を担当する。 

市川市災害ボランティアセン
ター 

○災害ボランティアの受入れのために、災害対策本部から独立した機関とし
て計画された組織 

○メディアパーク市川 2 階のグリーンスタジオ及び 3 階の研修室に設置し、
災害ボランティアの受入れや活動の調整等を行う。 

現地災害対策本部 
（災害班） 

○本市内を 6地区に分割し、被災状況の収集等を実施するために計画さ
れた拠点 

小学校区防災拠点 
○予め指名された近傍居住職員が小学校区を単位として地域住民と協
力し、情報収集・発信、災害対策本部との連絡、避難所運営支援等
の応急対策活動を行う拠点 

消防署所 ○11箇所が常設されているほか、臨時消防署が 20箇所ある。 
消防団詰所 ○消防団による初期消火活動や救出活動の拠点となる。 
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用語 解説 

医療救護所 
○一般社団法人市川市医師会等の協力によって、本市内で最大 15 箇
所（拠点救護所 8 箇所、第 2 次開設救護所 7箇所）に開設される
応急医療活動の拠点 

避難場所 
○災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にその危険から逃れるた
め緊急的に避難する場所（本市内に 123箇所を指定。） 

広域避難場所 
○延焼火災等により避難場所に危険が迫ってきた場合等、広域避難を必
要とする場合の避難地。現在本市内に５箇所指定している 

避難所 
○市民の避難動向や施設の被災状況等を考慮し、避難所として指定・開
設する施設（本市内に 89箇所を指定。） 

福祉避難所 ○要配慮者のために指定・開設する避難所 

その他の主要施設 
○応急対策期における予備的な利用や復旧期の活用に備えて、本市が
管理する医療関連施設、清掃関連施設等 

 
３ その他本市の体制に関する用語 
用語 解説 

調査班 

○被災市街地対応本部職員等によって構成される組織で、被災直後に
道路状況の確認や避難所施設の安全性の確認、危険地域の抽出等
を行う。 

○あらかじめ各調査区域に本市職員を配備し、発災後、迅速な調査を実
施する。 

応急危険度判定士 ○発災直後から防災重要施設・建物の危険度判定を実施する。 

防災関係機関 
○防災会議を構成する防災関係機関をはじめ、災害対応に関わる機関
の総称 

災害時支援協定市区町村 
○災害時の相互応援協力について、協定を結んでいる市町村 
○東葛飾地域の市、千葉県内市町村、その他市区町（5市2区1町）
等の協定がある。 

災害時支援協定業者 

○災害時の応急対策への協力について、本市と協定を結んでいる民間業
者 

○情報提供、食糧供給、物資輸送、道路等の応急措置等に関する協定
がある。 

災害情報収集員 
○災害時の緊急登庁の際等に、迅速かつ正確な情報収集を行うことを目
的として、個人の携帯電話を使用し、現地(現場)の被害情報等を災害
対策本部にメール送信を行う本市職員 

緊急初動配備職員 

○災害対応の初動体制を強化するために、災害対応事務局、各対応本
部（消防本部を除く）、小学校区防災拠点及び医療救護所に参集
するように指名した職員。休日夜間におけるより迅速な参集を目的とし
て、本市内居住（近隣市を含む）職員で編成する。 
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用語 解説 

小学校区防災拠点要員 
○緊急初動配備職員のうち、市立小学校等に参集するように予め指定さ
れた職員 

小学校区防災拠点協議会 
○震災時に備えて、平常時から地元自治（町）会や関係団体・事業者
等により構成され、発災時に本市職員と協力して避難所の運営支援を
実施する。 

 
４ 防災に関する用語 
用語 解説 
要配慮者 ○高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に配慮を要する者 

避難行動要支援者 
○要配慮者のうち、自ら避難することが困難な者であって、円滑迅速な避
難の確保を図るため特に支援を要する者。一般的に障がい者や要介護
者等が挙げられる。 

震災時の業務継続計画
（ＢＣＰ） 

○震災時は、ヒト・モノ・情報及びライフライン等利用できる資源に制約があ
るなかで、応急対策業務及び復旧・復興業務や継続性の高い通常業
務に対し、必要な資源を配分できるように平常時から必要な措置を講じ
るための計画 

帰宅困難者 
○通勤・通学・買い物等の目的で周辺地域からの流入・滞在している者の
うち、大規模地震が発生し、交通機関等が途絶したために、自力で帰宅
することが困難になる者及び本市域を通過する者 

災害時帰宅支援ステーショ
ン 

○九都県市の協定に基づき帰宅困難者等に対して、水道水、トイレ等の
ほか、道路情報、災害に関する情報等を可能な範囲で提供する施設 

一時滞在施設 
○帰宅が可能になるまで待機する場所がない帰宅困難者等を一時的に受
け入れる施設 

帰宅支援施設 
○本市が締結する協定等により帰宅困難者等に対して、トイレ、水道水、
食糧等の物資のほか、道路情報、災害に関する情報等を可能な範囲で
提供する施設 

滞留者 ○帰宅困難者のうち大規模集客施設やターミナル駅等に滞留する者 

流通在庫備蓄 
○地域内の事業者とあらかじめ協定を締結し、事業者の倉庫等に保管さ
れている流通前の食糧や日用品等を災害用の備蓄として活用するもの 
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◆第２章～第４章のレイアウト 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①災害対応の時期（目安）を表示 
 
・ フェーズ０「予防」 ：平常時 
・ フェーズ１「参集」 ：直後対応 
・ フェーズ２「体制確立」：12時間以内の対応 
・ フェーズ３「人命救助」：３日以内の対応 
・ フェーズ４「生活再建」：１週間以内の対応 
・ フェーズ５「復興」 ：１週間以降の対応 
 
※時期はあくまでも目安であるため、応急対策の
進捗に応じて調整する。 

②実施担当を表示 
 
・ 国県 ：国や千葉県の機関 
・ 関係機関 ：国や千葉県の機関以外の防災

関係機関や協定団体 
・ 消防 ：消防本部 
・ 医療 ：医療本部 
・ 生活 ：被災生活支援本部 
・ 市街地 ：被災市街地対応本部 
・ 行徳 ：行徳本部 
・ その他   ：災害対応事務局等 
・ 市民 ：市民、市内の事業者等 

② 

① 
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